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１．総則

１．１　目的

新型インフルエンザ等の流行時における業務継続計画(BCP)は、新型インフルエンザ等の感染症（以下、新型インフルエンザ等と言う。）の流行時においても、職員等への感染・拡大を防ぎ、当院が担う患者様本位の安全で良質な医療の提供、および地域医療における中心的役割を維持するために、当院としての対応体制や行動等を取りまとめたものである。

なお本BCPは、下に示す政府や東京都のガイドライン、行動計画に基づき、高病原性の新型インフルエンザのまん延という最悪のシナリオを想定している。しかしながら、感染症は、病原性、すなわち致死率や流行の展開が様々であると想定されるため、新型インフルエンザ等がまん延した際には、治療薬の有効性や職員の出勤率等の状況に応じて本BCPを柔軟に運用する。

· 「新型インフルエンザ等対策ガイドライン・新型インフルエンザ等及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議、平成２５年６月２６日（以下、政府ガイドラインという。）」

· 「新型インフルエンザ等対策政府行動計画、平成２５年６月７日（以下、政府行動計画と言う。）」

· 「東京都新型インフルエンザ等対策行動計画、東京都、平成２５年１１月２６日（以下、都行動計画と言う。）」

１．２　流行時の行動基本方針

新型インフルエンザ等の流行時における当院の行動基本方針は以下のとおりとする。

1 人命を最大限優先する
· 新型インフルエンザ等から患者様の生命を守ることを最優先にした対応を図る。
2 安全を確保する
· 当院の職員および関係者の安全と健康に十分に配慮する。
3 地域医療を担う役割と責任を果たす
· 新型インフルエンザ等の発生段階に応じて適切な対応を図る。海外発生期、国内発生早期および地域（都内）発生早期においては新型インフルエンザ等の患者さんが当院を受診する可能性があることを踏まえて対応し、地域（都内）感染期には地域住民のために新型インフルエンザ等の患者様の外来・入院診療を行いながら、当院の診療機能の維持に努める。
１．３　本ＢＣＰの位置づけ

本BCPは、新型インフルエンザ等の流行時における、当院としての対応を示したものである。しかし、感染症は広域に拡がるものであり、地域全体として連携した対応が必要とされる。

そのためには、関係機関と密に連携し、整合の取れた対応および業務継続を進めていく必要があり、本BCPも東京都福祉保健局、東京都医師会および■■市医師会の行動計画等と整合を図っている（図表１－１）。
図表 １–１　本ＢＣＰの位置づけ
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１．４　本ＢＣＰの所管

本BCPは、新型インフルエンザ等を含む感染症全般に関する感染防止対策を担当する院内感染対策委員会が所管する。

２．新型インフルエンザ等流行時の想定事象
２．１　新型インフルエンザ等の流行時の想定事象
（１）　流行規模・被害想定
新型インフルエンザ等は、多くの人が免疫を有していないため、罹患者の割合が高くなる。更に、鳥インフルエンザ等に由来する強毒性のものは、致死率が高くなることが予想される。本BCPは、東京都及び■■市が公表している流行規模・被害想定を当院の想定診療圏（【注】参照）に当てはめ、起こり得る最悪のシナリオを前提とする（図表２－１）。なお、東京都における流行規模・被害想定を＜別紙１＞に示す。
　また、新型インフルエンザ発生時の感染状況と医療体制を＜別紙２＞に示す。
図表２-１　新型インフルエンザ等の流行規模・被害想定
	項目
	内容

	罹患割合
	地域住民の約３０％が罹患
(当院の想定診療圏においても、東京都全体と同様の罹患率と仮定した)

	患者数
	２７，３３０人

	健康被害
	（1） 流行予測による被害
1 外来受診者数　：　２７，３３０人
2 入院患者数  　：   ２，１１０人
3 死亡者数     ：      １１０人（インフルエンザ関連死亡者数）※
（2） 流行予測のピーク時の被害
1 １日新規外来患者数　：　　３４０人
2 １日新規入院患者数　：　　　３０人
3 １日最大必要病床数　：　　２１０床


※インフルエンザによる直接死亡のみだけでなく、インフルエンザ感染を契機とした急性気管支炎や肺炎などの呼吸器疾患のほか、循環器疾患、脳血管疾患、腎疾患などを死因とする死亡も増加する。
【注】想定診療圏について（補足）

当院では、新型インフルエンザ等患者の診察を、原則として東京都が「都内感染期」に移行した旨を宣言した時点で開始する。都内感染期には、一部例外を除いたほぼ全ての医療機関において新型インフルエンザ等患者の診断・治療が行われる。そのため、当院へ来院する新型インフルエンザ等患者の居住地域は、平常時の外来患者とほぼ同一であるとして患者数、健康被害の試算を行った。
　 診療圏は、当院が■■市を中心とした地域における急性期医療を担っていること、■■駅へ送迎バスを運行していることから、一般的な内科病院よりも広いと予想される。そのため、本計画では、当院の診療圏を当院より半径2.0km圏と仮定した。
仮定した診療圏は、当院が所在する■■市のほか、■■市、■■県■■市も含まれ、約■■万人である。診療圏に含まれる地区は下記の通り。
（■■市）
■■、■■、…
■■、…
(■■市■■区)
■■、…
（２）　当院の受け入れ能力
当院の新型インフルエンザ等患者の受け入れ能力の事前評価を＜別紙３＞に示す。

（３）　欠勤率
政府行動計画は、新型インフルエンザ流行のピーク時における職員本人の罹患率は、約５％と想定している。しかし、都内感染期には、保育施設・学校、介護施設の休業が予想され、乳幼児・児童、要介護者が家族にいる職員は平常時と同じように出勤することは困難になることが予想される。そのほか、公共交通機関の機能低下が発生した場合、出勤が困難となる職員が一定程度発生することが予想される。政府行動計画、ならびに東京都では、こうした前提をもとに感染ピーク時に約４０％の欠勤率が生じると想定している。当院においても、同様に都内感染期のピーク時には、約４０％の欠勤率が生じると仮定し、本BCPを策定するものとする。
当院では、全職員を対象として属性調査を実施し、出勤可能性を定期的に調査している（図表２－２）。

図表 ２-２　当院職員の出勤可能性の考え方
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２．２　発生段階の考え方
政府行動計画および都行動計画では、新型インフルエンザ等の発生・流行段階を定めている。一般に医療現場では、患者数により業務の負荷が大きく異なるため、都内感染期は第一～第三の３つのステージに分けられている。
  しかし当院では、職員の感染率や欠勤状況は政府想定に比例すると仮定した上で、当院の患者の受入れ・対応能力の不足が発生する『職員欠勤率■■%』を境に、都内感染期を２つの段階に区分する（図表２－３）。
図表２-３　発生段階(政府・東京都・当院における感染期区分)
	政府
	東京都
	当院

	発生段階
	感染拡大状況
	発生段階
	医療保健体制
	診療体制

	第一
段階
	海外
発生期
	国内未発生
	海外

発生期
	【入院勧告体制】
・海外で新型インフルエンザ等が発生した際に入院勧告体制準備に入る
	・国内発生に備え、各種対応策を準備する

	第二
段階
	国内
発生早期
	国内で新型インフルエンザ等が発生、感染集団は小さく限られる
	国内

発生早期
	
	・国内発生と同時に対策本部を立ち上げ、対策本部会議にて院内外の情報を共有する

	
	
	
	都内
発生早期
	【入院勧告体制】
・確定患者が１例出現した段階で入院勧告体制に移行
	・新型インフルエンザ等への対策体制へ移行

・■■市医師会、■■市保健所、関係機関との密な連携を開始

	第三
段階
	国内
感染期
	国内で新型インフルエンザ等の大規模集団発生が見られる
	
	
	

	
	
	
	都内
感染期
	【第一ステージ（通常の院内体制）】
・患者の接触歴が疫学調査で追えなくなり、入院勧告体制が解除された状態
	【職員欠勤率■■％以下）】
・新型インフルエンザ等患者の診察、入院を開始
・軽傷患者の診察、入院、業務縮小・振替を実施
・入院患者が急増している状態

	
	
	
	
	【第二ステージ（院内体制の強化）】
・流行注意報発令レベル（10人/定点）を目安

・入院サーベイランス等の結果から入院患者が急増している状態
	【職員欠勤率■■％超】
・新型インフルエンザ等患者を除いた重症患者以外の診察、入院を順次縮小、停止
・各部署で業務縮小・振替、要員確保対策を実施
・病床がひっ迫している状態

	
	
	
	
	【第三ステージ（緊急体制）】
・流行警報発令レベル（30人/定点）を目安

・定点上昇中、かつ入院サーベイランス等の結果から病床がひっ迫している状態
	

	第四
段階
	小康期
	患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態
	小康期
	・新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態
	・新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、新規来院患者数、入院患者数がともに低い水準でとどまっている状態


３．業務継続の基本的な考え方

３．１　患者区分

新型インフルエンザ等流行時においては、職員の感染等により、出勤率が低下することが想定される。そのため、当院では、新型インフルエンザ等以外の患者を優先順位が高い方からA、B、Cに区分し、限られた人的リソースで対応にあたることとする（図表３－１）。
図表３-１　都内感染期における患者区分（新型インフルエンザ等以外）
	患者区分
	外来
	病棟
	ER
	検査

	A
重症

患者
	・重篤患者

・新患患者（発熱患者を除く）

・定期通院患者のうち体調不良の患者
	・ER経由入院患者
	（新型インフルエンザ等疑い患者を除く、受入れ可能な範囲の患者）
	・緊急検査、緊急内視鏡、緊急手術、緊急カテ等を要する患者

	B
中等症

患者
	・定期通院患者のうち中等症以上かつ容体が安定してない患者
	・A、C区分以外の入院患者
	─
	・緊急ではないが早期に治療方針の決定が必要な患者

	C

軽症患者
	・定期通院患者のうち軽症から中等症で容体が安定している患者
	・予定入院患者
	─
	・待機的検査、検診、ドック、他院からの依頼検査等を受ける患者


また、都内感染期における外来は、診療科ごとに図表３－２のとおり対応する。

図表３-２　都内感染期における診療科ごとの外来対応について

	診療科
	対応方針

	新型インフルエンザ等外来
	内科を中心に対応
※人手が足りない時は外科に依頼

	外科・整形外科、脳神経外科
	ERを中心に病棟の患者に対応

（左記の診療科は、外来受診数が減ると考えられる）

	小児科
	流行期は緊急患者のみの対応とする

	
	緊急患者以外
	小学生以下は地域のクリニック等での受診を依頼

	
	
	中学生は内科で対応

	外来非常勤医師
	その時の人数配置に応じて調整


３．２　発生段階に応じた対応方針
 新型インフルエンザ等患者および前項に示す患者区分（A、B、C）別の対応方針は、図表２－３に定義した政府・東京都から発表される新型インフルエンザ等の流行状況に応じた発生段階に従い、図表３－３のとおりとする。
  ただし、当院は職員欠勤率約■■%の時点において、受入れ対応能力の不足が予想され、通常と異なる対策が必要となることから、都内感染期を職員欠勤率■■%以下と■■%超過の二つの段階に分けて対応を変えることとする（図表３－３）。
図表３-３　発生段階と患者区分別の対応方針
凡例　　○：通常どおり継続、△：徐々に外来・入院受入の縮小、×：診療・入院受入の休止、退院

	発生段階
	政府
	通常時
	第一段階

[海外発生期]
	第二段階

［国内発生早期］
	第三段階

［国内感染期］
	小康期

	
	東京都
	
	
	
	都内発生早期
	都内感染期
	小康期

	
	当院
	
	
	
	都内発生早期
	職員欠勤率■％(※1)

以下　　　   超
	小康期

	患者区分
	新型インフルエンザ等
	─
	─
	─
	○
	○
	○

	
	A重症患者
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	
	B中等症患者
	○
	○
	○
	○
	△→×（※2）
	△

	
	C軽症患者
	○
	○
	○→△
	△
	×
	×


※1 都内感染期における矢印は、当院の職員欠勤率が■■％の時点を示す。

※2 新型インフルエンザ等の患者数が想定されるピークに達した時点で、B区分患者について、「×：診察・入院休止、退院」の措置を講じる。
３．３　業務継続の基本的な考え方

患者区分Ａをはじめとした重症患者や新型インフルエンザ等患者といった感染症罹患者への外来・入院診療は、「１．２ 流行時の行動計画」に示した方針に基づく、中断できない医療業務である。これらは、専門的な知見や資格を要する業務がほとんどであり、医療職でなければ実施できない。そのため、当院はできるだけ多くの職員が出勤できるよう、職員の感染防止に十分配慮しつつ、一部業務を縮小・中断して、必要人員の確保にあたる。　

なお、当院の業務を継続する上では、直接の診療業務に携わらない職員も可能な限り出勤し、所属部署内の必要業務を遂行することが必要である。また、診療業務の中心を担う、診療科及び看護部には、特に負荷がかかること、専門職のため代替要員の確保の困難が想定されることから、他部署職員でも実施可能な業務については支援を行い、負担の軽減を図ることとする。

３．４　業務継続の対応

上記3.1～3.3の患者区分、発生段階に応じた対応方針、ならびに業務継続の基本的な考え方をふまえて、当院の業務継続の対応戦略を下記のとおり定める。

1 外来患者への対応

都内感染期は入院患者への対応を重視する。外来は地域内のクリニックへ対応を依頼することにより患者数を減らす。
2 入院患者への対応

都内感染期には、入院患者を当院の満床レベルまで受け入れるものとする。ただし、多数の新型インフルエンザ等患者が発生することが予測されることから、増床等により可能な限りの入院患者の受け入れを目指す。
＊次章以降の組織体制、各段階における具体的な対応は本戦略の実現を目的とする。
４．新型インフルエンザ等対策本部

４．１　設置
政府対策本部長が新型インフルエンザ等の発生を宣言した時点（国内発生早期）で、院長が、新型インフルエンザ等対策本部（以下、「対策本部」と言う。）を設置する。ただし、感染力が強いなど、早期の感染拡大が予測される場合には、海外発生期での設置も検討する。

○対策本部の設置場所
：当院２階会議室

４．２　組織体制

対策本部の組織体制および院外各関係機関との連携・連絡体系を図表４－１に示す。
図表４-1　新型インフルエンザ等対策本部 


４．３　構成および役割

対策本部の構成および役割は以下のとおりとする（図表４－２）。

図表４-２　対策本部の構成・役割 

	構成
	担当
	役割

	本部長
	院長　■■■
	◎対策本部の統率・指揮
◎対策本部の設置
◎重要事項の判断

	副本部長
	理事　■■■
	◎対策本部長の補佐

	コアメンバー
	[院内感染対策委員会]
委員長　■■■
検査科主任　■■■
	◎新型インフルエンザ等に関する情報収集・発信

	
	副院長　■■■
	◎情報共有

◎対応方針の決定・伝達
◎対策本部活動の記録・振り返り

	
	看護部長　■■■
	

	
	看護師長　■■■
	

	
	事務長　■■■
	

	
	総務課長　■■■
	

	
	薬局長　■■■
	


· 新型インフルエンザ等流行時には、構成員が対策本部に参集できない場合も想定される。その場合の代行者を以下の順に定める。
　○本部長　　 第一順位：副本部長、第二順位：事務長、第三順位：看護部長
　○副本部長　第一順位：事務長、第二順位：看護部長

· 各部署は対策本部の指示に基づき、「５．各段階における当院の対応」に定めたとおり行動する。

５．各段階における当院の対応

新型インフルエンザ等の感染に対応し当院の業務を継続するために、未発生期から小康期までの各段階における行動計画を「全体行動計画と部署別行動計画」＜別紙４・５＞に示す。

また、行動計画のうちで新型インフルエンザ等が感染する前に実施すべき事項と実施計画を「事前対策実施計画」＜別紙10＞に、都内感染期において縮小、停止できる業務を「部署別業務仕分けシート」＜別紙６＞に示す。
次ページ以下で、未発生期から小康期までの各段階における部署別の対応を詳述する。

５．１　未発生期
（１）院内感染対策委員会
未発生期は、院内感染対策委員会を置く。
１）職員教育（常駐委託先を含む）　［感染対策委員会・部署共通］

· 院内感染対策委員会および各部署は、研修会、ディスカッションなどの定期的な職員教育を通じて、新型インフルエンザ等の感染対策、本BCP、「全体行動計画と部署別行動計画」＜別紙４・５＞に記載されている内容について職員への周知徹底を図る。

（２）情報収集・広報・連携・周知
· １）情報収集と周知　［院内感染対策委員会］

· 平時より院内感染対策委員会が新型インフルエンザ等に関する情報を収集し、情報の一元化を図る。

· 情報収集責任者は院内感染対策委員長とし、院内感染対策委員会メンバーから担当者を配置する。

· 新型インフルエンザ等に関する疫学・流行情報については、厚生労働省、東京都福祉保健局、■■市医師会、■■市保健所などからの通知等、各種ホームページ情報や報道される情報を収集する。

· 収集した情報は、速やかに院内感染対策委員の検査科スタッフが電子カルテの掲示板等で共有し、職員に通知する。

· 院内感染対策委員会の情報は各職員が院内OAおよび電子カルテ掲示板等で逐次確認できる体制をとる。

２）行政機関、地区医師会等への方針説明、要請等の文書作成　［事務部］

· 海外発生期以降の当院の新型インフルエンザ等への対応方針を伝達する次の文書をあらかじめ作成する。

· ■■市、■■市医師会、■■市保健所、地域の自治会等への当院の方針説明用文書

· 地元マスメディア向けのプレスリリース用文書（リリース先のリストアップを含む）

· 外部の問い合わせに対する想定問答集

３）患者向け説明・案内文の作成　［事務部］

· 新型インフルエンザ等の発生による外来患者の抑制等に備えるため、次の文書をあらかじめ作成する。

1 地域住民に対して、外来診療を抑制するため来院差し控えの協力を求め、電話での診療や薬のファックスによる処方等を案内するホームページ（非常時臨時版）用の文書

2 当院に来院した者に対して、外来診療を抑制していることの理解を得て、来院差し控えの協力を求め、電話での診療や薬のファックスによる処方等を案内する（掲示用の）文書

3 新型インフルエンザ等の感染の疑いのある患者とそれ以外の患者の接触を避ける「空間的分離」について案内する文書

4 海外発生期以降は職員の感染を予防するため、または公共交通機関以外の通勤手段がない職員のために、患者送迎用バスを職員の通勤に振り替えることを送迎バス利用者に伝達するホームページ（非常時臨時版）、掲示用文書
（３）職員管理

１）出勤可能性調査　［事務部］

· 「出勤可能性調査票」＜別紙９＞を用いて、流行時における職員の出勤可能性について把握する。

２）職員連絡網の最新化　［事務部］

· 院内体制、方針の変更等については、非番の職員も含めて、迅速に伝達する必要があるため、定期的に職員連絡網を最新のものに洗い替える。

（４）要員確保対策

１）職員送迎用バスルート図作成　［事務部］

· 公共交通機関での通勤時における感染を回避するため、または公共交通機関以外の通勤手段がない職員については、海外発生期以降、患者送迎用バスを職員の通勤に振り替えるために、職員を送迎するためのバスルート図を用意する。
（５）業務対策

１）手順書の作成　［部署共通］

· 「部署別業務仕分けシート」＜別紙６＞に従い業務を他部署へ振り替える場合、他部署の人員が円滑に業務を行うことができるよう、振替の対象となる業務の手順書を作成する。

２）各部署での事前準備　［看護部・薬剤科・事務部］

· 「事前対策実施計画」＜別紙10＞に記載されている事前準備を実施する。

（６）医資器材・物品対策

１）在庫の確保、備蓄　［薬剤科・事務部］

· ＜別紙８＞に示す感染予防品、医薬品、医材、資器材、事務用品などについて流行時に必要とされる使用量を想定し、発注サイクルも考慮して必要在庫数を洗い出す。

· 流行時における配送、供給体制について＜別紙13＞＜別紙14＞に示す取引先・委託先に確認し、打ち合わせる。

（７）院内施設・設備対策

１）近隣宿泊施設の確認　［事務部］
公共交通機関での通勤時における感染を回避するためまたは公共交通機関以外の通勤手段がない職員については、新型インフルエンザ等の状況によっては近隣宿泊施設に泊まり込むことが想定される。近隣宿泊施設に対して、事前のコミュニケーションをとっておく。

５．２　海外発生期

（１）院内感染対策委員会

未発生期に引き続き、院内感染対策委員会を置く。

（２）情報収集・広報・連携・周知
１）情報の収集と周知　［院内感染対策委員会］

未発生期に引き続き、院内感染対策委員会が情報を収集し、院内に周知する。

２）関係機関（都医師会、都福祉保健局等）との情報連携準備　［事務部］

· 都医師会、都福祉保健局、■■市医師会、■■市保健所等との連携・方針および最新情報を随時確認する。連携先については＜別紙７＞のとおり。
３）地域住民、来院者への広報　［事務部］

· 広報の切り替え準備を行う（院内掲示板及びホームページ）。

· 通院中の患者、地域住民に対して、新型インフルエンザ等に関する情報を周知する。主な内容は以下の通り。

・新型インフルエンザ等発生に関する情報

・新型インフルエンザ等発生時の当院の対応方針

・感染拡大防止対策（手指消毒、感染対策用品の使い方等）

・感染（疑い含む）時の対応方法

都内感染期以降は、当院の対応状況等を含め、最新の情報を逐次提供する。

なお、これら情報の周知は、以下の方法による。

・玄関や院内掲示板への文書の掲出

・ホームページ掲載（特設コンテンツの作成）

· 新型インフルエンザ等に係る当院の方針や対応については、上記の方法に加え、診察等の機会を捉え、口頭によっても伝える。

（３）職員管理

１）都内感染期対応の再確認と準備　［事務部・部署共通］

· 当院の対応方針等に関して、院内へ改めて周知する。[事務部]

· 出勤可能性調査票による調査結果について、変更等が無いか確認する。[事務部]

· 緊急連絡網を再確認（最新化）する。

· 妊娠、慢性心疾患、COPD、免疫抑制剤服用中等、感染症罹患時に重症化する可能性のある職員について、現状を把握し、院内感染対策委員会へ対策をはかる。[事務部]

（４）要員確保対策

１）都内感染期準備　［共通］

· 夜間勤務や短時間出勤などの通常とは異なる勤務体制への変更の可能性を打診し、あらかじめ職員の意思を確認しておく。

（５）業務対策
１）都内感染期準備　［診療部、看護部、リハビリテーション科］

· 前記３．１の基準に従い、現時点の外来診療患者をA、B、Cの区分に分ける。
· 前記３．１の基準に従い、現時点の入院診療患者をA、B、Cの区分に分ける。

（６）医資器材・物品対策

１）緊急時在庫確保対策　［薬剤科、事務部］

· 都内での感染流行に備え、＜別紙８＞に示す新型インフルエンザ等の診療に必要な医薬品・医療資器材について、在庫状況を確認し、感染流行の際の必要量の確保を図る。

· 上記の医薬品・医療資器材については、早期の発注の他、卸売事業者等に対して感染流行期の供給の確保について確認する。

· 医薬品については、■■薬局に在庫の確認を行い、感染症発生時の業務連携について改めて確認しておく。

· 都内での感染流行に備え、＜別紙８＞に示す感染予防品を職員に提供する。

· 都内発生早期以降も患者発生数等の動向を注視し、医薬品・医療資機材・感染予防品の必要量の確保を継続する。

（７）院内施設・設備対策

　　　　未発生期に引き続き、対策を行う。

５．３　国内発生早期

※都内では新型インフルエンザ等患者が発生していない状態とする。

（１）対策本部
１）対策本部の設置　［院長、事務部］

· 政府対策本部長が新型インフルエンザ等の発生を宣言した時点（国内発生早期）で、院長が対策本部を設置する。

· 対策本部の設置宣言を受け、職員に対しその旨を伝達する。

· ■■市医師会、都福祉保健局、■■市保健所、東京都薬剤師会に、対策本部を設置した旨を速やかに伝達する。

· 上記の旨を速やかにホームページに掲載する。

２）対策本部会議の開催　［院長、事務部］

· 院長は対策本部メンバーを招集し、第一回対策本部会議を開催する。

· 対策本部の活動や会議については、議事録を作成する。
· 対策本部で決定した事項を院内OAおよび電子カルテ掲示板等で院内に周知する。

· 第一回対策本部会議の議題は以下のとおり

・組織体制の確認

・新型インフルエンザ等の疫学・流行情報と国、東京都福祉保健局、■■市保健所などからの指示確認

・患者（外来・入院）への対応方針（空間的分離策、医療体制チーム等）の確認

・職員への対応方針の確認

・医薬品及び医療機器等の必要な物品資器材の確認

・外部機関との連絡体制の確認

・その他、必要な事項

· 以降の各発生段階においても開催し、上記の内容を討議する。その他、必要に応じて適宜開催する。
· 都内発生早期以降は、対策本部会議のほか、関係部署単位の協議、調整等の場を適宜設ける。

（２）情報収集・広報・連携

１）情報収集　[院内感染対策員会]
· 海外発生期に引き続き、院内感染対策委員会が情報を収集し、院内に周知する。

2）地域住民、来院者への広報 ［事務部］

· 院内の掲示、ホームページ等の広報を通じて、都内感染期へ移行後は、外来患者のうちC患者、B患者に区分される患者の診察を休止する可能性がある旨、案内する。

３） 関係機関（■■市医師会等）との情報連携　［事務部］

· ■■市医師会、■■市保健所等の地域医療体制に関する対策会議に参加し、密な情報連携を図り、地域における各医療機関の対応方針や役割等について情報共有する。

４）関係機関（地域クリニック等）との情報連携　［事務部］

· 地域クリニック等と、連携可能な内容や範囲を確認し、密に連絡を取り合う。

· 看護、リハビリテーションについて連携している訪問看護ステーション等と患者のリストを共有し、支援体制について協議する。

（３）職員管理

海外発生期に引き続き、対策を行う。
（４）要員確保対策

海外発生期に引き続き、対策を行う。

（５）業務対策

１）　都内感染期対応の再確認と準備　［共通］
· 都内感染期へ移行後は、外来患者のうちC患者、B患者に区分される患者の診察を休止する可能性がある旨を患者に伝達する。具体的には、継続受診しているＣ患者から、次回来院時期の延期や、電話による診察、FAX処方等によって、可能な限り来院を控えるよう要請する。
（６）医資器材・物品対策

海外発生期に引き続き、対策を行う。

（７）院内施設・設備対策

海外発生期に引き続き、対策を行う。

５．４　都内発生早期（国内発生早期、国内感染期）

（１）対策本部

１）対策本部会議の開催　［対策本部］

· 対策本部長は、都が新型インフルエンザ等の都内発生を宣言した時点で、対策本部会議を開催する。

· 会議の内容は5.3 (1)2）に記載の事項とし、業務の縮小、休止についても討議する。
· 対策本部の活動や会議については、議事録を作成する。

· 対策本部で決定した事項を院内OAおよび電子カルテ掲示板等で院内に周知する。

· 都内発生早期以降は、対策本部会議のほか、関係部署単位の協議、調整等の場を適宜設ける。

（２）情報収集・広報・連携
１）情報収集　[院内感染対策員会]
国内発生早期に引き続き、院内感染対策委員会が情報を収集し、院内に周知する。

　２）来院者、地域住民への方針の伝達　［事務部］
· 東京都が都内感染期への移行を宣言した場合、当院が新型インフルエンザ等患者の受け入れを開始すること、その他患者に対する診療方針の変更を行う旨を地域住民、来院者へ広報する。
· 当院に通院中の患者、地域住民に対しては、当院の玄関、院内掲示版、ホームページ等を通じて情報提供する
３）関係機関（■■市医師会等）との情報連携　［事務部］

· ■■市医師会、■■市保健所等の地域医療体制に関する対策会議に参加し、密な情報連携を図り、地域における各医療機関の対応方針や役割等について情報共有する。

４）関係機関（地域クリニック等）との情報連携　［事務部］

· 地域クリニック等と、連携可能な内容や範囲を確認し、密に連絡を取り合う。

· 看護、リハビリテーションについて連携している訪問看護ステーション等と患者のリストを共有し、支援体制について協議する。

（３）職員管理

１）要員確保対策に係る対応 ［事務部］

· 対策本部会議の決定・方針に基づく要員確保対策に係る、下記の対応を実施する。

・出勤可否の精査

・出勤要請

・短時間勤務等の許諾

・通勤手段、経路の変更承認、手続き

２）職員勤務体制変更の準備調整　［事務部］

· 対策本部会議の決定・方針に基づき、勤務時間や変則シフト等の職員勤務体制の変更について、実施準備調整する。

· なお、勤務体制変更の検討に当たっては、職員の過重労働の防止等、職員の健康維持に十分に配慮する。

３）職員の健康・感染状態の把握と保護　［共通］

· 職員の感染状態の把握と保護

・職員の出勤状況について、毎朝、部門長に報告する。部門長から事務部へ報告する。

・職員に対し、通勤前の検温を徹底し、38度以上の発熱等、新型インフルエンザ等の可能性がある場合は休暇の取得（病気休暇、有給休暇）を命じる。

・職場および家庭内において、手洗い・うがいの励行、咳エチケットを心がけるよう指導する。

・院内においては、PPEを着用する。

・不急不要な外部の会合等への参加や、興行施設等の不特定多数の集まる場所への立入の自粛を指導する。

・その他、感染の防護については、感染対策委員会の指示に従い、職員各自で健康状態を管理するよう指導する。

· 職員の過重労働防止

・過重労働による職員の健康被害防止のため、適切な労働時間管理、休日・休暇を付与する。また、週に一日は完全休日を設け、当直明けは１２時までに帰宅するようにする。

・特定の職員に業務が集中しないよう、業務のローテーションの工夫、複数担当者制等を検討する。

・ひと月あたりの残業が８０時間を超えたものに対しては、産業医の面談を行い、健康状態等について助言指導する。

· 職員のこころの健康管理など

・新型インフルエンザ等の流行や、それに伴う勤務体制の変化等により、職員やその家族に心理的ケアが必要な事案が発生することを想定し、日頃の声掛けやコミュニケーションを大切にし、心の不調者が出ないように各所属長・部門長が対応する。

· 労災保険の適用周知

・当院と雇用契約が結ばれている職員は、正規、非正規、アルバイト等の雇用条件に関わらず、すべて労災の適用であることを周知する。

· 以降、新型インフルエンザ等が終息するまで継続する。

（４）要員確保対策

· 対策本部会議の決定・方針に基づき、下記の要員確保対策を実施する。

・出勤可否の精査

・出勤要請

・短時間勤務等の許諾

・通勤手段、経路の変更承認、手続き

・通勤支援（送迎等）

· 以降、小康期まで継続する。なお、実施決定しなかった対策については、次回以降の対策本部会議等で引き続き実施の要、不要を判断する。

（５）業務対策
検診予約受付を停止するなど、一部業務についてはこの時期から縮小する。

１）C患者の受入れ縮小　［診療部、看護部、事務部］
· 通院中のC患者の外来患者に対して、受診の際に、都内感染期には診察を休止する予定であることを伝え、次回の来院時期を延期することや電話による診察、FAX処方等により、来院を差し控えるよう要請するなど、C患者の外来診察の抑制を開始する。
· 新規のC患者についても、診察時のトリアージにより受け入れを抑制する。

· 外部リハビリテーションについても感染期に休止する可能性についてあらかじめ打診する。
· 都内発生早期へ移行した時点から、入院患者のうちC患者に分類される患者の退院計画を作成する。
· 入院患者のうち、C患者に区分される患者、患者家族に対して、都内感染期における当院の診療方針、退院計画を改めて説明し、退院を働きかける（順次退院）。
２）新型インフルエンザ等外来の設置準備　［診療部、事務部］
· 東京都が都内感染期への移行を宣言した時点で、直ちに新型インフルエンザ等外来を設置できるよう準備する。

（６）医資器材・物品対策

国内発生早期に引き続き、対策を行う。

（７）院内施設・設備対策

国内発生早期に引き続き、対策を行う。

５．５　都内感染期(職員欠勤率■■％以下)
（１）対策本部
１）　対策本部会議の開催　［院長、事務部］
· 都内感染期へ移行した時点で、対策本部会議を開催する。
２）　連絡会の開催　［院長、事務部］
· 都内感染期へ移行した時点で、対策本部会議を開催する。

· 都内感染期へ移行した時点から、院長は事務部とともに対策本部コアメンバーが出席する連絡会を定期的に（原則として毎日）開催する。［院長、事務部］
· コアメンバーの連絡会は、小康期へ移行するまで定期的に開催する。

（２）情報収集・広報・連携

１）情報収集　[院内感染対策員会]

都内発生早期に引き続き、院内感染対策委員会が情報を収集し、院内に周知する。

２）　行政機関、■■市医師会等への要請　［院長、事務部］
· 都内感染期へ移行した時点から、東京都、■■市を主とした行政機関、■■市医師会、連携医療機関へ必要な物的、人的支援を要請する。[院長、事務部]
· 対策本部において、優先業務が院内の職員のみで対応できないと判断した場合には、関連病院や■■市医師会に対して、派遣医師など応援依頼を開始する。
· 行政機関、■■市医師会等への要請は、新型インフルエンザ等の流行が継続する間、必要に応じて継続する。
（３）職員管理

都内発生早期に引き続き、対策を行う。

（４）要員確保対策

都内発生早期に引き続き、対策を行う。

（５）業務対策

１）C患者の受け入れ縮小

· 都内発生早期に引き続き、外来のC患者の受入を抑制する。

２）　新型インフルエンザ等外来の設置　［診療部、事務部］
· 東京都が都内感染期への移行を宣言した時点から、新型インフルエンザ等外来を設置する。

· 新型インフルエンザ等外来での診察は内科医が中心となって行い、診療担当医師を前記の都内感染期における診療科ごとの外来対応方針図表3-2に基づき配置する。

３）新型インフルエンザ等患者への対応[全部署]

· 新型インフルエンザ等の患者への対応を行う。

（６）医資器材・物品対策
都内発生早期に引き続き、対策を行う。

（７）院内施設・設備対策

１）時間的・空間的分離対策　［事務部］

○　新型インフルエンザ等外来の設置に伴い、＜別紙12＞に示すように、新型インフルエンザ等の感染者と非感染者を時間的・空間的に分離する対策を実施する。

５．６　都内感染期(職員欠勤率■■％超)
当院では、職員欠勤率が■■％を超えた時点で、新型インフルエンザ等への対応を次の段階に移行する。

ただし、職員欠勤率が■■％を超える以前に、外来患者数が最大受入可能患者数（約■■人）に達した場合、または院内体制の強化について行政からの要請があった場合、その時点をもって、職員欠勤率■■％を超えた時点と同様に、本項の対応を行うこととする。

（１）対策本部
１）　対策本部会議の開催　［院長、事務部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、対策本部会議を開催する。
· 事務部は院長とともに対策本部コアメンバーが出席する連絡会を定期的に（原則として毎日）開催する。

· コアメンバーの連絡会は、小康期へ移行するまで定期的に開催する。

· その他、必要に応じて適宜開催する。
（２）情報収集・広報・連携

都内感染期（職員欠勤率■■％以下）に引き続き、対策を行う。

（３）職員管理

· 都内感染期（職員欠勤率■■％以下）に引き続き、対策を行う。

· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、各部署は図表２－２に示す出勤可能性調査表を用いて職員の出勤可否を再度確認・精査する。

（４）要員確保対策

· 要員確保対策として、以下の策を実施する。
１）　要員確保対策実施検討　［共通］

○ 都内発生早期から継続して実施している下記の要員確保対策について、未実施の対策があれば実施する。
・出勤可否の精査
・出勤要請
・短時間勤務の許容等の検討と実施
・日勤、夜勤専従への勤務体制変更の検討と実施
・病院近隣の宿泊施設等の利用
・職員宿泊待機可能者の待機
・通勤支援(送迎等)
· 要員確保対策は、小康期まで継続する。

２）　担当業務変更　［診療部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、診療部のうちC患者の診察停止により患者が減少する外科と整形外科、脳神経外科は、ERを中心とした病棟担当へ担当業務を変更する。
· 担当業務振替は、小康期まで継続する。
３）　新型インフルエンザ等外来担当医師の確保　［診療部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、診療部は新型インフルエンザ等外来担当医師を確保する。
· 新型インフルエンザ等外来担当医師の確保は、当院において内科医師が不足した際に、外科から応援の医師を配置替えすることで対応する。
· 業務の縮小、停止、他部署への振替は、小康期まで継続する。

４）　他部署への業務振替　［共通］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、「部署別業務仕分けシート」＜別紙６＞において他部署へ振替を行う部署は、順次、振替を開始する。
· 他部署への業務振替は、事前準備で作成した手順書の活用とOJTを通じて行う。

· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、「部署別業務仕分けシート」＜別紙６＞に示す振替業務の振替を受ける部署は、振替時の人的・物的資源の割り振りを検討し、順次応援する。
５）　勤務体制変更　［共通］
· 都内感染期における新型インフルエンザ等の患者数が想定したピークに達した時点で、対策本部会議での検討結果に応じ各部署の勤務体制を変更する。
· 勤務体制は、通常勤務体制から時短勤務、日勤専従、夜勤専従への変更の可否、実現可能性を検討の上、決定する。
· 勤務体制の変更は、小康期まで継続する。

（５）業務対策

1）　業務縮小 ［共通］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、各部署は「部署別業務仕分けシート」＜別紙６＞に示す業務の縮小、停止、他部署への振替を行う。[看護部、薬剤科、事務部]
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、小児科及び非常勤医師担当診療科は、医師の出勤状況に応じて、業務の縮小・休止を検討する。[診療部]
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、リハビリテーション科は外来リハビリテーションを停止する。[リハビリテーション科]
· 各部署は、業務の縮小、停止、他部署への振替について、業務の優先度を検討の上、順次実施する。
· 業務の縮小、停止、他部署への振替は、原則として小康期まで継続する。

２）　C患者の診察休止　［診療部、看護部、事務部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点から、C患者に分類される患者の診察を停止する。
· C患者の外来診察の休止を決定した時点で、C患者の外来予約患者へその旨を電話連絡する。[事務部] 

· 来院患者への説明、ホームページ等の広報を通じて、C患者の診察休止の周知徹底を図る。[事務部]
· 継続受診している外来のＣ患者については、次回の来院時期を延期することや電話による診察、FAX処方等により、可能な限り診察を停止する。[診療部、看護部]
· 患者から電話による診察の打診を受けた場合、C患者に分類される患者はできるかぎり病病連携、病診連携により地域のクリニック等の受診を勧める。[診療部、看護部、事務部]
· 連携医療機関から当院受診の連絡を受けた場合は、診察する時刻と、来院時の入り口や受診方法等を伝える。[事務部]
· C患者の外来診察の休止は、原則として小康期まで継続する。
３）　C患者の新規入院受入れ休止　［診療部、看護部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、トリアージでC患者に分類される患者の新規入院受入れを停止する。
· C患者の新規入院受入れの休止は、小康期まで継続する。
4） 　B患者の受入れ縮小・退院準備　［診療部、看護部、事務部］
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、B患者の外来診察を抑制する。抑制の方法は、次回来院時期の延期、電話による診察、FAX処方、地域のクリニック等への振替の依頼等による。[診療部、看護部]
· 診察時のトリアージにより、B患者の新規受入れを抑制する。[診療部、看護部]
· 職員欠勤率が■■％を超えた時点で、入院患者のうちB患者に分類される患者の退院計画を作成する。[診療部、看護部]
· B患者、患者家族に対して、職員欠勤率が■■％を超えた場合の当院の診察方針、退院計画を改めて説明し、退院の働きかけを行う(順次退院)。[診療部、看護部]
· B患者の退院に係る支払、事務手続きを行う。[事務部]
· 以上の抑制の取組を順次拡大し、都内感染期における新型インフルエンザ等患者数が想定するピークに達する時点までに、全てのB患者の新規外来の休止、入院患者の退院の措置を講じる。
５）　B患者の診察休止　［診療部、看護部、事務部］
· 都内感染期における新型インフルエンザ等患者数が想定したピークに達した時点で、外来患者のうちB患者に分類される患者の診察を休止する。来院したB患者へは次回来院時期の延期や、電話による診察、FAX処方の案内を行い、都内感染期における診察を停止する。[診療部、看護部] 

· B患者の外来診察の休止を決定した時点で、B患者の外来予約患者へその旨を電話連絡する。[事務部]
· 来院患者への説明、ホームページ等の広報を通じて、新型インフルエンザ等患者数が想定のピーク時までB患者の診察を休止する旨、周知徹底を図る。[事務部]
· 患者から電話で受診の打診を受けた場合、B患者に分類される中等症の患者はできるかぎり病病連携、病診連携により地域のクリニック等の受診を勧める。[診療部、看護部、事務部]
· 連携医療機関から当院受診の連絡を受けた場合は、診察する時刻と、来院時の入り口や受診方法等を伝える。[事務部]
·  B患者の外来診察の休止は、小康期まで継続する。
６）　B患者の新規入院受入れ休止　［診療部、看護部］
· 新型インフルエンザ等患者数が想定したピークに達した時点で、トリアージでB患者に分類される患者の新規入院受入れを停止する。
· B患者の新規入院受入れの休止は、小康期まで継続する。

（６）医資器材・物品対策

都内感染期（職員欠勤率■■％以下）に引き続き、対策を行う。

（７）院内施設・設備対策

１）　入院病床(ハード)の拡大　［院長、診療部、事務部］
· 職員欠勤率が■■％を超過した時点から、入院病床の拡大を検討する。
· 入院病床の拡大は、入院を受け入れる新型インフルエンザ等患者数に応じて行い、小康期まで継続する。
· 入院病床の拡大には、事前に確保した簡易型ベッドを使用する。
簡易型ベッドは、病棟各階のデイルーム等に配置する。

５．７　小康期
（１）対策本部
１）　通常業務・勤務体制復帰の指示 ［院長、事務部］
· 東京都の終息宣言を受けた時点以降を、小康期とする。

· ■■市医師会からの新型インフルエンザ等患者の外来診療体制の縮小および通常診療体制への復帰の呼びかけに応じて、対策本部会議を通じて各部署へ通常業務への復帰の検討を指示する。
· 通常業務体制への復帰と並行して、通常勤務体制への復帰の検討を指示する。
２）　対策本部活動の総括［院長、事務部］
· 新型インフルエンザ等の流行第一波における対策本部の活動を総括する。その結果を基に、新型インフルエンザ等対応の反省点、注意点を明らかにし、改善策を講じて第二波への対応に備える。
３） 新型インフルエンザ等への各部署の対応の振り返り ［共通］
· 小康期に移行した時点で、新型インフルエンザ等流行第一波における各部署での対応の振り返りを行う。その結果を基に、新型インフルエンザ等対応の反省点、注意点を明らかにし、改善を講じて第二波の流行への対応に備える。
· 振り返りは、第二波の流行までに（通常時・次の海外発生期）に完了する。
４）　対策本部の解散 ［院長、事務部］
· 都内にて新型インフルエンザ等の患者発生、当院への新規新型インフルエンザ等患者の来院、入院が沈静化し、東京都による終息宣言、■■市医師会による通常業務体制への復帰の呼びかけがなされ、当院においても通常業務体制への移行が可能と判断された場合、対策本部長の判断により、対策本部を解散する。[院長]
· 対策本部長による対策本部の解散宣言を受けて、その旨を各部署職員へ伝達する。[事務部]
· 当院における対策本部の解散を、■■市医師会、■■薬局、医資器材の購買元へ速やかに伝達する。[事務部]
（２）情報収集・周知・連携
１）情報収集 [院内感染対策員会]

· 都内感染期に引き続き、院内感染症対策委員会が第二波の予兆等の情報を収集する。

· 情報は適宜院内に周知する。

２）関係機関（都医師会、都福祉保健局等）との情報連携準備 ［事務部］

· 第二波流行に備え、都医師会、都福祉保健局、■■市医師会、■■市保健所等との連携を維持し、方針および最新情報を随時確認する。連携先については＜別紙７＞のとおり。

（３）職員管理
第二波の流行に備えた対策を継続する。

（４）要員確保対策
１） 業務振替終了　［共通］
· 対策本部の指示に応じて、他部署へ振り替えた業務について、状況を踏まえ、振替を終了する。　［看護部、放射線科、薬剤科、検査科、ME、リハビリテーション科、事務部］
· 新型インフルエンザ等患者の入院者数、新規外来者数、欠勤率を基に重要度の高い業務から振替を終了することとする。　［看護部、放射線科、薬剤科、検査科、ME、リハビリテーション科、事務部］
２）　通常勤務体制再開 ［共通］
· 対策本部の指示に応じて、各部署において、新型インフルエンザ等患者の入院者数、新規外来者数、欠勤率を踏まえ、通常勤務体制へ順次復帰する。
（５）業務対策

１）　縮小業務再開　［共通］
· 対策本部の指示に応じて、新型インフルエンザ等患者の入院者数、新規外来者数、欠勤率を基に、縮小した業務を重要度の高いものから順次再開する。［看護部、放射線科、薬剤科、検査科、ME、リハビリテーション科、事務部］

２）　新型インフルエンザ等外来の終了 ［診療部、看護部］
· 小康期に移行した時点で、新型インフルエンザ等患者の新規外来者数に応じて、新型インフルエンザ等外来を規模縮小もしくは終了する。

（６）医資器材・物品対策

１）　医資器材・物品対策の終了
· 小康期に移行した時点で、新型インフルエンザ等の海外発生期から継続していた緊急時在庫確保対策を終了し、通常の在庫確保体制へ移行する。

（７）院内施設・設備対策

１）　院内設備・物品、入院の通常体制への移行 ［院長、診療部、事務部］
· 小康期に移行した時点で、都内感染期(職員欠勤率■■％以下)より継続していた入院病床の拡大を終了し、平常時の入院体制への移行を検討する。
· 入院の通常体制への移行時期は、新型インフルエンザ等患者の入院患者数、外来患者数を基に検討する。

６．教育・訓練

６．１　教育
（１）実施計画
· 院内感染対策委員会は、新型インフルエンザ等の対策を強化し本ＢＣＰの実効性を高めるために、定期的に職員に対する教育、訓練を実施する。

（２）教育の実施
· 院内感染対策委員会は、次に掲げる事項に関する院内の教育を実施計画に基づき実施する。
①　ＢＣＰに関する一般的な知識
②　当院ＢＣＰの取り組みの概要
③　各部、各人に割り当てられた役割の説明

６．２　訓練
（１）訓練の実施計画および支援
· 院内感染対策委員会は、関係部署と調整のうえ、訓練の実施計画および訓練方法を検討・立案するとともに、訓練を支援する。

（２）訓練の評価および次年度の訓練企画
· 院内感染対策委員会は、訓練結果の評価・記録を行い、ＢＣＰの改善事項の有無を明確にする。
· とりまとめた訓練結果および改善すべき課題を、対策実施計画、本計画書の見直しに反映する。なお、次年度訓練では改善事項を検証できる訓練を企画・立案する。
７．見直し・改廃

院内感染対策委員会は組織体制の変化、教育・訓練等の平時の取組みを踏まえて、本ＢＣＰの見直しを年１回以上行う。
見直しに際しては、東京都福祉保健局、東京都医師会や■■市医師会の施策・要請、感染症の発生状況、新たな感染症の出現など、感染症に関する医療を取り巻く環境変化を考慮する。このような重大な変化があった場合、院内感染対策委員会を臨時招集し、本ＢＣＰを見直すとともに、上部組織の承認を得る。

1 組織変更・人事異動に伴う変更の有無

2 社会環境の変化および行政・医師会・地域住民からの要請等に伴うＢＣＰの妥当性
3 新たな感染症の発生・出現
4 
訓練結果から明らかとなった改善事項の反映

5 
災害・事故等の危機対応経験から明らかとなった課題の反映

6 日常のＢＣＰ運用負荷の程度

7 業務継続に影響を与えるような施設・設備等の改廃

8 関連する法規制・条例・ガイドラインの改廃
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